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全国労働衛生週間リーフレット裏面
「SAFEコンソーシアム」のQRコード
からポータルサイトをご覧ください。
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埼玉労働局HPよりお申込みいただけます。
「SAFE出前講座」「SAFE個別相談」
を検索︕



ｇ ストレッチを中心とした転倒・腰痛予防体操（例︓いきいき健康体操）の実施

ｈ 「職場における腰痛予防対策指針」に基づく腰痛の予防対策の推進
(a) リスクアセスメント及びリスク低減対策の実施
(b) 作業標準の策定及び腰痛予防に関する労働衛生教育（雇入れ時教育を含む。）
の実施

(c) 介護・看護作業における身体の負担軽減のための介護技術（ノーリフトケア）
や介護機器等の導入の促進

(d) 陸上貨物運送事業における自動化や省力化による人力への負担の軽減

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱
1 0．実施者の実施事項

27

下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。

（ウ）転倒・腰痛災害の予防に関する事項 ②
ア 重点事項

(2）準備期間中に実施する事項
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全国労働衛生週間リーフレット裏面
「転倒・腰痛予防対策」のQRコード
から動画・解説書をご覧ください。
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30
令和５年３月作成

全国労働衛生週間リーフレット裏面
「転倒・腰痛予防対策」のQRコード
からダウンロードしてご覧ください。
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ａ 中小規模事業場を中心とした特定化学物質障害予防規則等の特別規則の遵守の徹底
（非製造業業種を含む。）、金属アーク溶接等作業における健康障害防止対策の推進

ｂ 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷する際及びユーザーが購入した際
のラベル表示・安全データシート（SDS）交付の状況の確認

ｃ SDSにより把握した危険有害性に基づくリスクアセスメントの実施と
その結果に基づくばく露濃度の低減や適切な保護具の使用等の
リスク低減対策の推進

ｄ ラベルやSDSの内容やリスクアセスメントの結果について
労働者に対して行う教育の推進

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱
1 0．実施者の実施事項
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下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。

（エ）化学物質による健康障害防止対策に関する事項 ①
ア 重点事項

(2）準備期間中に実施する事項



ｅ 危険有害性等が判明していない化学物質を安易に用いないこと、
また、危険有害性等が不明であることは当該化学物質が安全又は無害であることを
意味するものではないことを踏まえた取扱い物質の選定、
ばく露低減措置及び労働者に対する教育の推進

ｆ 皮膚接触や眼への飛散による薬傷等や化学物質の皮膚からの吸収等を
防ぐための適切な保護具や汚染時の洗浄を含む
化学物質の取り扱い上の注意事項の確認

ｇ 特殊健康診断等による健康管理の徹底

ｈ 塗料の剥離作業における健康障害防止対策の徹底

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱
1 0．実施者の実施事項

33

下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。

（エ）化学物質による健康障害防止対策に関する事項 ②
ア 重点事項

(2）準備期間中に実施する事項
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無料相談窓口、
訪問支援を
ご活用ください。



職場における新たな化学物質規制等について 施行期日
2023(R5).4.1 2024(R6).4.1

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加

ばく露を最小限度にすること
（ばく露を濃度基準値以下にすること）

ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存

皮膚等障害化学物質への直接接触の防止
（健康障害を起こすおそれのある物質関係）

衛生委員会付議事項の追加

化学物質によるがんの把握強化

リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存

化学物質労災発生事業場等への監督署長による指示

リスクアセスメント等に基づく健康診断の実施・記録作成等

がん原性物質の作業記録の保存

実
施
体
制

の
確
立

化学物質管理者・保護具着用責任者の選任義務化

雇入れ時等教育の拡充

職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大

情
報
伝
達
の
強
化

ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化

「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新

通知事項の追加及び含有量表示の適正化

事業場内別容器保管時の措置の強化

注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大

管理水準良好事業場の特別規則適用除外

特殊健康診断の実施頻度の緩和

第三管理区分事業場の措置強化

2022(R4).5.31(公布日)施行
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2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行
2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行
2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行
2024(R6).4.1施行
2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行
2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行



１ 化学物質管理体系の見直し①

１－１ 名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加

安衛則

・危険有害性のある化学物質を容器に入れ、又は包装して、譲渡し、又は提供する
者は、その容器又は包装に、当該化学物質の名称等の表示を行わなければならない。
また、危険有害性のある化学物質を譲渡し、又は提供する者は、文書（SDS※２）
の交付等により、当該化学物質の名称等の通知をしなければならない。［安衛法第
57条及び法第57条の2］

・当該化学物質を取り扱う際に、化学物質の危険有害性等の調査（リスクアセスメ
ント）を実施しなければならない。［安衛法第57条の3］

36

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行

安衛令

• 労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）第57条～第57条の３の対象となる化学物質として、国によるGHS分類に基づ
き、危険性・有害性が確認された全ての物質を順次規制対象に追加する。

• 令和3年度の安衛令改正では、国によるGHS分類の結果、発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性及び急性毒性のカテゴ
リーで区分１相当の有害性を有する物質（234物質）を安衛令別表第９に追加し、規制対象とする（対象物質の裾切り値は
安衛則別表第２のとおり※１）。

• 施行日（令和６年４月１日）において現に存するものについては、令和７年３月31日までの間、名称等の表示義務に係る
労働安全衛生法第57条第１項の規定を適用しないこととする。

※１ 新たに表示・通知義務の対象となる物の裾切値については、原則として、以下による。
①国連勧告のＧＨＳに基づき、濃度限界とされている値とする。ただし、それが１％を超える場合は１％
とする。

②複数の有害性区分を有する物質については、①により得られる数値のうち、最も低い数値を採用する。
③リスク評価結果など特別な事情がある場合は、上記によらず、専門家の意見を聴いて定める。

※２ SDS（安全データシート）
化学物質の成分や人体に及ぼす作用等、化学物質の危険有害性情報を記載した文書で、法第57条の２第１項

にて、規制対象物質を譲渡・提供等する場合に交付することが義務づけられている。

急性毒性 区分１ 区分２～５

皮膚腐食性／刺激性 区分１ 区分２～３

眼に対する重篤な損傷性／刺激性 区分１ 区分２

呼吸器感作性 区分１

皮膚感作性 区分１

生殖細胞変異原性 区分１ 区分２

発がん性 区分１ 区分２

生殖毒性 区分１ 区分２

特定標的臓器毒性（単回ばく露） 区分１ 区分２～３

特定標的臓器毒性（反復ばく露） 区分１ 区分２

誤えん有害性 区分１ 区分２

政府向けGHS分類ガイダンスに基づき国が実施したGHS分
類結果に基づく有害性の区分



１ 化学物質管理体系の見直し②

１－１ 名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加（つづき）

・今回の追加物質のほか、国によるGHS分類済み物質は令和４年度以降も順次追加予定。

・今後の追加物質については、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所
化学物質情報管理研究センターのサイトに、ラベル表示・ＳＤＳ交付の義務化予定物質リ
スト（令和5年度追加予定分まで）としてCAS登録番号付きで公開。
https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.html

・施行日までに、当該物質を含む製品を譲渡・提供しようとする全ての事業者にSDS作成に必要な情報がサプライチェーンを通じて
確実に伝達されるよう、事業者の皆様に対し、施行日より早い段階から追加対象化学物質に対応したSDSを作成し、提供を行って
いただくよう要請。

令和3年度 令和4年度 令和5年度

○ラベル表示・SDS交付義務化
※改正後施行までの期間は２年程度

２３４
物質

約７００
物質

約８５０
物質

急性毒性、生殖細胞変異
原性、発がん性、生殖毒
性のいずれかが区分1

左記以外
のいずれ
かが区分1

区分1とな
る有害性
区分なし

【改正政令の施行前におけるSDSの「項目15 適用法令」欄の記載例 （令和４年１月11日付け基安化発0111第１号）】
労働安全衛生法
名称等を表示すべき危険物及び有害物（法第57条第１項、施行令第18条第１号、第２号別表第９）（○年○月○日以降）
名称等を通知すべき危険物及び有害物（法第57条の２、施行令第18条の２第１号、第２号別表第９）（○年○月○日以降）
危険性又は有害性等を調査すべき物（法第57条の３）（○年○月○日以降）

※ 「○年○月○日」には施行予定日を記載
この趣旨を踏まえた内容であれば、記載例と異なる表現であってもかまいません。 37

https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.html


１ 化学物質管理体系の見直し③

（１）労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される濃度の低減措置

①労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度について、以下の方法等により最小限度にすることとする。
ⅰ 代替物等の使用 ⅱ 発散源を密閉する設備、局所排気装置又は全体換気装置の設置及び稼働
ⅲ 作業の方法の改善 ⅳ 有効な呼吸用保護具の使用

②リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えることにより，労働者に
健康障害を生ずるおそれがない物質として厚生労働大臣が定める物質（以下「濃度基準値設定物質」とい
う。）については、労働者がばく露される程度を厚生労働大臣が定める濃度の基準（以下「濃度基準値」とい
う。）以下とする。

（２）（１）に基づく措置の内容及び労働者のばく露の状況についての労働者の意見聴取、記録作成・保存
（１）に基づく措置の内容及び労働者のばく露の状況について、㈠労働者の意見を聴く機会を設けることと
し、㈡記録を作成し、３年間（がん原性のある物質として厚生労働大臣が定めるもの（以下「がん原性物質」
という。）（※）については30年間）保存することとする。

（３）リスクアセスメント対象物以外の物質にばく露される濃度を最小限とする努力義務
（１）①のリスクアセスメント対象物以外の物質についても、労働者がばく露される程度について、
代替物の使用、発散源の密閉設備等の設置及び稼働、作業方法の改善、有効な呼吸用保護具の使用等により、
最小限度にするように努めることとする。

１－２ リスクアセスメント対象物に係る事業者の義務

安衛則

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行

2 0 2 3 ( R 5 ) . 4 . 1施行
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2 0 2 3 ( R 5 ) . 4 . 1施行

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行
( ( 1 )②に係る部分)

2 0 2 3 ( R 5 ) . 4 . 1施行
( ( 1 )①に係る部分)

※がん原性物質は、リスクアセスメント対象物のうち、国が行う化学物質の有害性の分類の結果、発がん性区分１に該当する物で
あって、令和３年３月31日までの間において当該区分に該当すると分類されたもの（エタノール及び特別管理物質を除く）。なお、
当該物質を臨時に取り扱う場合は除く。



１ 化学物質管理体系の見直し④

皮膚・眼刺激性、皮膚腐食性又は皮膚から吸収され健康障害を引き起こしうる有害性に応じて、当該物質又は当
該物質を含有する製剤（皮膚等障害化学物質）を製造し、又は取り扱う業務に労働者を従事させる場合には、労
働者に皮膚障害等防止用保護具を使用させることとする。

①健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物質を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者

→ 保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋又は履物等適切な保護具の使用

● 努力義務 ● 義務

②健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の物質を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者（①の労働者
を除く）
→ 保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋又は履物等適切な保護具の使用︓努力義務

１－３ 皮膚等障害化学物質への直接接触の防止

安衛則

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行2 0 2 3 ( R 5 ) . 4 . 1施行

健康
障害のおそれ

2023(R5)
4.1

2024(R6)
4.1

明らか（①）

ないことが明らかで
ない（②）

ないことが明らか

努力義務

努力義務

義務

(皮膚障害等防止用保護具の着用は不要)
39

2 0 2 3 ( R 5 ) . 4 . 1施行



40



１ 化学物質管理体系の見直し⑦

（１）リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講じるばく露低減措置等の一環としての健康診断の実施・記録作成等

・リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講ずるばく露低減措置等の一環として、リスクアセスメント対象物による
健康影響の確認のため、事業者は、労働者の意見を聴き、必要があると認めるときは、医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）
が必要と認める項目についての健康診断を行い、その結果に基づき必要な措置を講ずることとする。

・１－２（１）②の濃度基準値設定物質について、労働者が１－２（１）②の濃度基準値を超えてばく露したおそれがあるときは、
速やかに、医師等による健康診断を実施することとする。

・上記の健康診断を実施した場合は、当該記録を作成し、５年間（がん原性物質に係る健康診断については30年間）保存する
こととする。

（２）がん原性物質の作業記録の保存

リスクアセスメント対象物のうち、がん原性物質を製造し、又は取り扱う業務を行う場合は、当該業務の作業歴について記録をし、当該
記録を30年間保存することとする。

１－８ リスクアセスメント対象物に係る事業者の義務（健康診断等）

安衛則

2 0 2 3 ( R 5 ) . 4 . 1施行

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行
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○労働安全衛生法第5 7条の３第３項の規定に基づく危険性又は有害性等の調査等に関する指針（平成2 7年危険性又は有害性
等の調査等に関する指針公示第3号）の改正
当該指針について、以下の改正を行う予定。（修正の可能性あり）
・ 化学物質管理者の選任、濃度基準値の設定等の省令改正事項を反映する。
・ 「リスクの見積り」において、最新の知見を踏まえ、感作性物質、経皮吸収による健康障害、麻酔作用を有する化学
物質に係る留意事項を追加する。

・ 「リスクの見積り」方法について、最新の知見を踏まえ、個人ばく露測定、数理モデル等の方法を追加する。
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１ 化学物質管理体系の見直し⑦
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令和6年4月からの化学物質に関する健康診断 ①特別規則等の対象物質については変更なし

１ 化学物質管理体系の見直し⑦



44



２ 化学物質の自律的な管理のための実施体制の確立①

（１）選任が必要な事業場

・リスクアセスメント対象物を製造、取扱い、または譲渡提供をする事業場（業種・規模要件なし）

※個別の作業現場毎ではなく、工場、店社、営業所等事業場毎に化学物質管理者を選任する
※一般消費者の生活の用に供される製品のみを取り扱う事業場は、対象外
※事業場の状況に応じ、複数名の選任も可能

（２）選任要件

・化学物質の管理に係る業務を適切に実施できる能力を有する者

・リスクアセスメント対象物の製造事業場 → 専門的講習（※）の修了者

・リスクアセスメント対象物の製造事業場以外の事業場
→ 資格要件無し（別途定める講習の受講を推奨）

（３）職務

１．ラベル・SDS（安全データシート）の確認及び化学物質に係るリスク
アセスメントの実施の管理

２．リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置の選択、実施の管理

３．化学物質の自律的な管理に係る各種記録の作成・保存

４．化学物質の自律的な管理に係る労働者への周知、教育

５．ラベル・SDSの作成（リスクアセスメント対象物の製造事業場の場合）

６．リスクアセスメント対象物による労働災害が発生した場合の対応

※ リスクアセスメント対象物の譲渡提供を行う（製造・取扱いを行わない）事業場は４，５のみ

２－１ 化学物質管理者の選任の義務化

安衛則

科目 時間

講
義

化学物質の危険性及び有害性並び
に表示等

２時間
30分

化学物質の危険性又は有害性等の
調査 ３時間

化学物質の危険性又は有害性等の
調査の結果に基づく措置等その他
必要な記録等

２時間

化学物質を原因とする災害発生時
の対応 30分

関係法令 １時間

実
習
化学物質の危険性又は有害性等の
調査及びその結果に基づく措置等 ３時間

（※）専門的講習のカリキュラムは、以下の内容を
厚生労働大臣告示で制定

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行
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★リスクアセスメント対象物

労働安全衛生法第57条の３でリスクア
セスメントの実施が義務付けられてい
る危険・有害物質



２ 化学物質の自律的な管理のための実施体制の確立②

（１）選任が必要な事業場

・リスクアセスメントに基づく措置として労働者に保護具を使用させる事業場

（２）選任要件

・保護具について一定の経験及び知識を有する者（要件は通達で示している（29頁（※５）と同じ。））

（３）職務

・有効な保護具の選択、労働者の使用状況の管理その他保護具の管理に係る業務

２－２ 保護具着用管理責任者の選任の義務化

安衛則

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行

２－３ 雇入れ時等教育の拡充 2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行

雇入れ時等の教育のうち、特定の業種においては一部教育項目の省略が認められているところ、当該省略規定を廃止する。

→ 危険性・有害性のある化学物質を製造し、又は取り扱う全ての事業場において、化学物質の安全衛生に関する必要な教育が行われるようにする。
《現行制度》
雇入れ時等教育の教育項目（以下の１～８の各項目について、当該労働者が従事する業務に関する安全又は衛生のため必要な事項について実施）

１．機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取り扱い方法に関すること
２．安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取り扱い方法に関すること
３．作業手順に関すること
４．作業開始時の点検に関すること
５．当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及びその予防に関すること
６．整理、整頓及び清潔の保持に関すること。
７．事故時等における応急措置及び退避に関すること
８．前各号に掲げるもののほか、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項

以下の業種以外の業種では、
１～４の項目は 省略可能 →（R6.4.1～）省略不可
・林業、鉱業、建設業、運送業及び清掃業
・製造業、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信
業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売
業、各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、
燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業及
び機械修理業 46

保護具に関する知識及び
経験を有すると認められる者

①化学物質管理専門家
②作業環境管理専門家
③労働衛生コンサルタント
④第1種衛生管理者又は

衛生工学衛生管理者
⑤作業に応じた作業主任者
⑥安全衛生推進者
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全国労働衛生週間リーフレット裏面
「化学物質管理」のQRコードから
または、 ケミガイド を検索︕ケミガイド
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ａ 建築物等の解体・改修工事における石綿ばく露防止対策の徹底及びこれらの対策の
実施に対する発注者による配慮の推進
(a) 有資格者による事前調査の実施、事前調査結果の掲示及び備え付けの徹底
(b) 労働基準監督署に対する届出の徹底
(c) 隔離・湿潤化の徹底
(d) 呼吸用保護具等の使用の徹底及び適正な使用の推進
(e) 作業後等の労働者の洗身や工具等の付着物の除去の徹底
(f) 石綿作業主任者の選任及び職務遂行の徹底
(g) 健康診断の実施の徹底及び離職後の健康管理の推進
(h) 作業実施状況の写真等による記録の徹底

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱
1 0．実施者の実施事項
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下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。

（オ）石綿による健康障害防止対策に関する事項 ①
ア 重点事項

(2）準備期間中に実施する事項



ｂ 吹付け石綿等が損傷、劣化し、労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等
における吹付け石綿、石綿含有保温材等の除去、封じ込め等の徹底（貸与建築物等の場
合において貸与者等に措置の実施を確認し、又は求めることを含む。）

(a) 労働者が就業する建築物における石綿含有建材の使用状況の把握
(b) 封じ込め、囲い込みがなされていない吹付け材、保温材等の石綿使用の有無の調査
(c) 建材の損傷劣化状況に関する必要な頻度の点検の実施
(d) 建材の劣化状況等を踏まえた必要な除去等の実施
(e) 設備の点検、補修等の作業を外注する場合における、

吹付け石綿や石綿含有保温材等の有無及びその損傷・劣化等の状況に関する
当該設備業者等への情報提供の実施

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱
1 0．実施者の実施事項
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下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。

（オ）石綿による健康障害防止対策に関する事項 ②
ア 重点事項

(2）準備期間中に実施する事項



ｃ 石綿にばく露するおそれがある建築物等において労働者を設備の点検、補修等の作
業等に臨時で就業させる場合の労働者の石綿ばく露防止

(a) 労働者を臨時に就業させる建築物等における吹付け石綿や石綿含有保温材等の有無
及びその損傷・劣化等の状況に関する当該業務の発注者からの情報収集の実施

(b) 労働者が石綿にばく露するおそれがある場合（不明な場合を含む。）における
労働者の呼吸用保護具等の使用の徹底

ｄ 禁止前から使用している石綿含有部品の交換・廃棄等を行う作業における労働者の
石綿ばく露防止対策の徹底

(a) 工業製品等における石綿含有製品等の把握
(b) 石綿含有部品の交換・廃棄等を行う作業における呼吸用保護具等の使用等

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱
1 0．実施者の実施事項
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下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。

（オ）石綿による健康障害防止対策に関する事項 ③
ア 重点事項

(2）準備期間中に実施する事項
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